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米英日の物流コストの国際比較
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はじめに
　物流時代を迎え，企業における物流コストが物流革新の重要なメルクマール
とされているが，果して米国・英国・日本の実態はどうなっているであろうか。
文献調査の結果，米国の実態については1977年以降，NCPDM（現在はCLM）
の年次大会でH．W．デビス社が報告を行っており，英国の実態については1984
年以降，CPDM（現在はlLDM）が調査結果を発表している事実を探知するこ
とができた。日本の実態については1965年以降，通産省からの受託による調査
の結果が公表されており，1996年にはマクロ物流コストの調査結果も発表され
た。以下，これらの資料を基に米英日三国における物流コストの実態を比較検
討し，物流コスト管理指標の一資料としよう。
1　米国における物流コストの実態調査
　米国物流管理協議会（Naぱ㎝al　Co㎜ci1of　Physical　Distributio皿Management：
NCPDM）は，米国における最も権威ある物流研究団体で，毎年9月ないし10
月に主要都市持ち回りで年次大会を開催している。当年次大会にコンサルタン
ト会社であるH．W．デビス社のH．W．デビス社長（1982隼だけはJ．R．デビス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
早稲田商学第369号
第1表H，W．デビス社の物流コスト調査報告
????（?）
表示年次（年） 発表者（氏名） 発表機関 発表日（年・月） 調査企業数　（社）
??? ????
未発表
?? ?????? H．W，デビス同上同上 ??????? ???????．???．? ????????
?????????????? ??????．?????、????? ????????????．?????????????．???．? ??????????
????????? ????????????』????????? ????????????．???，???????．???．? ???????
????????????????????????????????????????????．???????．?????????????? ?????????????
注）①
　　　②
　　　③
　　　④
H．W、デビス氏：H．W．デビス社　社長
J．R．デピス氏：H，W．デピス社副社長
NCPDM’Natioml　Councn　of　Physic刎D’lstribl］tion　Ma血age血虐皿t
CLM　l　Council　of　Loglshcs　M加agement
副社長）が，r物流コストj（P伽∫伽11）｛∫舳〃伽Cosf∫）について実態調査結
果を報告している。同大会予稿集によると，1975年に第1回調査を実施したが，
年次大会で報告するようになったのは，1977年以降であるので，いまその概要
を一表にとりまとめてみると，第1表のとおりである。なおNCPDMは，
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1985年に米国ロジステイックス管理協議会（Co㎜ci1of　Logistics　Mamgement：
CLM）に改名し今日に至っている。
　この実態調査にあたっては，以下の「物流コスト調査表」により回答を求め
ている［Davis，1979，pp．12－13］。
H．W．デビス社の物流コスト実態詞査表
I　分類データ
　　貴社の主要製晶：
貴社の標準産業分類コード：
貴社の業種・業態
a　業種
〕製造業
〕卸売業
〕小売業……〔　〕一般小売　〔
〕倉庫業・輸送業
〕その他
　b　販売経路
　　　　〕顧客への直接販売
　　　　〕卸売業者への販売
　　　　〕その他
　C　出荷・形態
　　〔　〕見込生産：
4　配送センター数
　　　　　工場：
5　顧客からの輸送費入金方法
　　〔　〕売価は運賃混み：
6　顧客への出荷重量：
　　　　　年間出荷ポンド数：
〕カタログ販売　　〔
％　　受注生産：
配送センター倉庫：
％　　〔
店舗：
〕通信販売
〕顧客支払：　　　％
千ポンド
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7　物流コストの対象となる製品の年間売上金額： 千ドル
皿　総物流コスト（直近事業年度分）
総額（千ドル）
A　輸送費　入荷分1　　　　　　出荷分：
B　保管費
C　オーダーエントリー・顧客サービス費
D　物流管理費
E　在庫＝維持費（取得原価の18％で計算）
F　その他物流費
G　総物流コスト
皿　重要比率の算出
　1　出術1ポンドあたりの物流コスト
　2　売上高1ドルあたりの物流コスト
　上記の物流コストの定義は，次のように定められている［Davis，1992，pp．
86－87コ。
H．W．デビス社の物流コストの定義
①輸送費（Tr副nsportati㎝Costs）
　a　第1次輸送費……工場及び仕入先から倉庫まで完成品を移動させる費用のことで，
　　工場から配送センター又は他工場へ補充のため移動させる費用や再販売のために工
　　場又は配送センターへ仕入製品を移動させる入荷輸送費も含める。
　b　第2次輸送費……完成晶を顧客に配送する費用のことで，輸送業者への支払観
　　集配費，トラック又は鉄道の施設費及び運行費，支払料金を含む。貨物の発地は工
　　場，配送センター又はターミナルであり，すべての輸送機関を対象とする・
　c　総輸送費一・・上記のaとbの合計であり，完成品の全輸送費を含む。
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②保管費（Wa．ehousi㎎Costs）
　　完成晶の保管や荷役に要する工場，配送センター及び営業倉庫の費用のことである。
　自家倉庫又はリース倉摩のスペース費には，リース料又は減価償却費，租税，公益費，
　艦持費，人件費（付加給付を含む），設備滅価償却費又は貸借料，監督費及び管理費
　を含む。
　　そのほか，バラ荷置場，混載所，積替作業所，完成品の出荷に使用する工場スペー
　スの費用や，完成品の保管・碕役に要する作業費も含む。
③オーダーエントリー・顧客サービス費（OrderEntry／CustomerServicesCosts）
　　注文受入れ及び問合せ処理の要員の費用，監督・遵絡・設備の費用，コンピュータ
　処理時間・コンピュータサーピス並びにオーダーエントリー・顧客サービス機能に使
　用するスペースの費用を含む。
④物流管理費（Admi皿ist．ati㎝ofDistributionCosts）
　　一般にこの種の費用には，配送センターのスタッフ，在庫計画・在庫分析のスタッ
　フ及び輸送部員等の間接要員の人件費及び維持費が含まれる。コンピュータのソフト
　ウェアとハードウェアの費用が，物流管理費としてますます増大しつつあることに注
　意する必要がある。物流管理費には，その他の管理費を適当な費目毎に算入すべきで
　ある。
⑤完成晶の在庫維持費（FinishθdGoods1nventoryCa。。yi㎎Charges）
　　標準比較や期間比較を行うため当データベースでは各年とも取得原価に対し年18％
　の維持費を加算している鉋この費用は，資金コスト（機会原価又は金利），従価税，
　保険料及び耗料損を計上するためのものである直この比率については引下げ又は引上
　げの論議が多く聞かれるが，18％は在庫維持費として合理的な数値を表わしている。
　しかし，当データベースにとっては，その比率は重要なものではないので，他の比率
　を使用したい場合には，当在庫縫持費を0．18で割って，好きな比率を乗ずればよい。
　そうすれば，データベース上の全比較は，貴社の好きな比率で比較することができる。
⑥その他物流費（0therCosts）
　　「その他物流費」には，売上収入及び（又は）販売重量に関連があるが，上記の費
　目には算入されないその他の物流費が含まれる。極めて少数の会社では，「その他物
　流費」に含まれる費目は全くないと報告しているので，当費目を分析の対象としない
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第2表米国における物流コスト比率の推移 （単位：％）
??
??（?）
??????????????????????????????????????????????????????
?????? ??????）??????）??????） ??????）??????）?．?（?．?? ????．??．?（??）????．?? ????，??．?（??）????．?? ??????）??????）?????） ????．??．?（??）????．?? ?????．??．?（???）?????．??
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????????????????）??????）??????）??????）??????）? ） ??）??????）??????）??????）???． ， （??）??????）??????）????．??? ， ． （ ）????．??．?（??）????．???????） ? ?）??????）??????）?．?（?．?????．? ． （ ）????，??．?（?．???? ? ．??，?（???）?????．??，?（???）???????）
?????????????????）?????）??????）?????）??????）? ） ?????）??????）??????）??????）???． ． （??）????，??．?（??）????、?）????．??．?（??）????，??．?（??）????．????????）??????）??????）??????）????．??． ． （???．?（??） ???????）??（???）?????，??．?（??．??，?（??，??
1995 3．53（44．4） 2．10（26．4） O，44（5．5） 0，39（4，9） 1，70（21．4） 7，94（100．O）
（注）8書．俳瀦葛瓢鳩内は構成比率
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第3表　米国における100ポンドあたりの物流コスト金額の推移
　　　　　　　　　　　　　（単イ立：ドjレ）
費 （輸 保 オ’1顧 一物
在臥得 そ 総
目 ダ客 流 庫原価 の 物
送 管
ユサ 一管 維の 他 流工、1
一西 ??? 物 コ
暦 リス
理 持八■ 流 ス
（年 費 冒 1コ ，
???
コ ト
） ）
1977 4．93 4．4皇 2．3ユ 1，02 3．54 0．50 15．59
78 6．13 5，11 2．80 1．81 4．55 O，80 19．46
ア9 7．73 5，44 2．83 ユ．59 4．59 O，95 2ユ．39
1980 10．34 7．38 4．62 1．70 7．18 3．85 30，68
81
82 9．77 8．44 6．47 2．95 13．51 1．60 38．14
83
84 9．24 8．34 4．87 1．66 10，26 2．69 33．35
i985 9．27 ア、18 4．0ユ 1．60 7，95 3．05 29．15
86 9．51 8，85 6．65 一’2，37 12．30 2，50 38．36
87 ユ0．61 9．08 5，75 ．2．17 10．66 1．29 36．87
88 ユ2．09 ユユ．99 7．82、 2，35 14．02 5．94 45，79
89 10．50 9．33 4．97 2．05 12．59 一 38．15
u1990ユ0．18 9．80 3．03 工、68 8，17 0，12 33．00
9ユ ユユ．73 ユ⑪．96 4．04 2．ユ3 9，86 0．66 37．64
92 15．20 15．07 6．50 2．13 16．44 2．13 56．08
93 13．90 1ユ．77 3．80 3，80 16，53 ｝ 48．93
94 15．11 13．64 8．96 3，31 19，43 一 57，59
95 8，50 8．33 2．53 1．53 9，91 一 29．68
（注）H－W、デピス社の資料より作成
か，コスト総額に含めてしまったことがある、物流費目を有しているが，その記載個
所がわからない場合には，「その他物流費」の費目を使用し，そこに記載してほしい。
上記の機能別物流コスト別に1977年以降の物流コストの実態を，各年の大会
予稿集（λ曲舳10柳犯仰肋脇伽塚。）から収集し，一一表に要約してみると，
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第2表のとおりである。ここでは，物流コストについて，売上高比率を集約す
ると共に，参考までにカッコ内に物流コストの構成比率を算出し付記してある。
　同調査では，売上高対物流コスト比率だけでなく100ポンド（CWT）あたり
の物流コストの金額も各年調査しているので，1977年以降の推移を第2表に準
じて作成してみると，第3表のとおりになる。よって売上高比率と100ポンド
あたりの金額について年度別推移を比較し図示してみると，第1図のとおりで
あ乱同図では，異常値と思われる数値を修正し傾向線を図示してある。これ
から，米国においては，売上高対物流コスト比率は各年逓減傾向を示しており，
1977年当時8．57％あった物流コストは1995隼には7．94％にまで逓減しているこ
とが伺われる。しかし100ポンドあたりの物流コストの金額でみると，物流コ
ストは年々相当の増加を示しており，1977年にはユ5．59ドルにすぎなかった物
流コストが，1994年には57．59ドルまで3．7倍も急増していることが判明した。
換言すれば，物流コストの金額は，物価値上り，物流料金の値上げ，物流環境
の悪化等により急騰したが，売上高の増加がそれを上回ったため，結果的には
売上高比率が低下し物流の効率化が達成されたといえよう。
　同調査では，業種別の物流コストも実態調査している。業種分類は途中一部
修正されているが，平均的な業種分類を示してみると，次のとおりである
［Davis，1980，pp．37－38］。
　　　　　　　　　　　　　デビス社の集種別分類
①生産財（lndust・ia1）
　a　耐久生産財（Industrial　durables）・・一生産会社に販売する機械，自動車，輸送施
　　設，コンピュータ等の耐久財を製造している会社を含む。
　b　非耐久生産財（Industriah㎝一dur割b1es）一・・この種の会社では，あらゆる種類の
　　製晶を色々な出形形態で発送している。化学製品やプラスチックの会社は，低価で
　　あるが極めてカサ高の製品を出荷している。その他の会社では，ファスナー，パイ
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第1図
　　米英日の物流コストの国際比較
米国における物流コストの比率と金額の推移
物流コ 売上高対物流コスト比率（％） 100ポンドあたリ物流コストスト の金額（ドル）
西暦 6 7 8 9 101020 30 40 50 60
（年〕
1977 圃 8．57 岨・・圃78 8．56 19．46
、
＼79 〉9・06 21．39
’1980 8，85 30．68
81 8．69
82 8．62 38，14
83 8．37
’
一’
！84 7．50て 33．35
、 1
1985 、　7．87 29．15’
、
、86 7．76 38，36
、
87 ♪8－01 36。葛7
！ 、
！ 、88 ．τ53 〉45．79
■
／89 7．46 38，151
　　17．20
33．001990 、
、
、 7．93 37．6491 、 、 、 、
92 7．74 、p56．08■
／
93 7．97 48，93、
、
、94 7，72 b57亡59
’’’一1995 7，94 　　　　’29．68●’ （推定）
（注〕①繁2表と第3表より作成
　　②目は米国の傾向線
　　　＿一一一一は異常値修正前の笑績線
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　　プ，テープ，フイルム，薬品等の広般な種類の製晶を出荷している。
②消費財（Cons㎜er）
　a　耐一久漕費財（C㎝sume・dur註b1e）・一・この種のグループには多種類の会社が含ま
　　れるが，次の2つに大別される。第1は，家庭用品のメーカーであり，他には，タ
　　イヤ，自動箪部品，ハードウェア，書籍，照明機器，カメラ，スポーツ周品，器具
　　等のメーカーがある。
　b　非耐久消費財（C㎝sumer　n㎝一dumbles）……これは，当データベースの最大のグ
　　ループをなしており，小売のチェーン店又は販売店に直接販売するか，卸を経て販
　　売している。製晶リストは，列記するまでもなかろう。
③食品（Foods）
　a　加工晶……ドライ食品及び包装食晶（dry　and　packaged）のほか，缶詰め食品及
　　び加工食品（c割med　and　processed）のメーカーを含む。
　b　非加工品……一定温度で保管する食品（temperature　controlled）のメーカーを含む。
④　身回り晶
　a　家庭用品（c㎝smer　household）のメーカー
　b　健衰・美容品（health　and　beauty目ids）のメーカー
⑤調合薬（Phamaceutic劃1s）
　a　低価格品（low　va1ue）……1ポンドあたりユ0ドル未満の調合薬のメーカー
　b　高価格品（high　value）……1ポンドあたり10ドル超の調合薬のメーカー
⑥卸売業（Wholesa1e）……卸売業を専業している会社
⑦小売業（Retail）……主として通信販売を行っている小売業者
　年度により業種分類が相違するだけでなく，対象とする業種も同一ではない
が，私見によりこれらを整理・補正して，1979年以降の業種別物流コストの推
移を一表に集約してみると，第4表のとおりである。
2　英国における物流コストの実態調査
英国経営協会（B・itish　Institute　of　Management：BIM）の物流管理センター
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第5表　英国ILDMの物流コスト調査報告
実施回数 報告年度 主体樽関 実施者 対象年度 調査社数
（回） （年） （社） （年） （社）
1 1984 CPDM PW 1983 66
2 ユ985 同上 同上 1984 67
3 1986 IPDM 同上 1985 L4 ユ987 1LDM 同上 1986 ■5 1988 同上 TR ユ987 ■6 ユ989 同上 同上 1988 385
7 1990 同上 同上 1989 356
8 1991 同上 同上 1990 382
9 1992 同上 同上 1991 459
‘注〕　σ）　CPDM＝Ce皿ter　for　Phvslcal　Dlstribution　Ma口触eme口t（涯）①CPDMCe皿 r r yslcalDlstrlbutlonMa口agem㎝t
　　②IPDM1Instlt皿teo｛Physloamst・ib皿tionM自㎜ge加ent
　　③lLDM．InstituteofLogistlcsa皿dDislributi㎝Manage皿虐nt
　　④PWPrlceWaterh㎝seIntemati㎝a1
　　⑤TR・T㎝・heRo・・Plam・dWa・・housmgD1・isio皿
（CenterofPhysicalDistributionManagem㎝t：CPDM）は，英国における最も
権威ある物流研究機関である。CPDMは1983年から物流コストの実態調査を実
施し，『物流コスト調査一英国産業界の物流コストの現状と傾向に関する調
査結果』（∫舳砂ψ眺舳”㎞008な1R舳”∫ψα∫肋勿”0む刎洲鮒狐肋”伽
ω∫’8α犯d肋例d8伽ひK伽4伽妙）として発表している。いまその推移を表記し
てみると，第5表のとおりである（以下の隼譜では，対象年度ではなく報告年
度で表示することとする）。なおCPDMは1986年に物流管理協会（lnstit皿te　of
Physica1Distribution　Management1IPDM）に，さらに1987年にはロジステイク
ス・流通管理協会（Institute　of　Logistics　md　Distribution　Manageme皿tl1LDM）
に改称された。
　同協会では，機能別物流費を次のように定義し，その実態を調査している
［ILDM，！990，pp．13－14］。
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第6表英国における物流コスト比率の推移
（単位：％）
費 輸 保 包　物 在 総　コ
西　　目 流
暦 送 管 装　管 庫 物　ス
（? 理
） 費 費 費　費 費 流　ト
1984 3．74 3，34 2，88 2．37 ユ2．33（39．0） （27．O） （24．0） （19．O） （100．O）
ユ985 4．78 12．9ユ 2．40 ユ、53 u．62（42．0） （24．0） （20．O） （14．0） （100．0）
86 3．81 2．46 1．09 O．98 8，34
（45．7） （29．5） （13．O） （ユユ．8） （100．O）
87 3．60 1－60 1．20 1．10 7．50
（47．4） （21．6） （16．5） （14．5） （100．O）
88 2，20 ユ、46 0．68 O．55 4．89
（45．0） （29．8） （13．9） （11．3） （100．0）
89 ユ．76 ユ．70 1．77 ユ．77 7．00
（25．2） （24，3） （25．2） （25．4） （100．0）
1990 2．85 2．31 0．88 1．31 7．35
（38．7） （31，5） （12．O） （17，8） （100．O）
91 1．83 1．88 0．41 1．06 5．18
（35．2） （36．2） （8．O） （20．7） （100．0）
92 1，69 2．03 O．18 O．81 4．70
（35．8） （43．2） （3．9） （17，1） （100．0）
（注）①カッコ外は売上高比率，カッコ内は構成比率
　②ILDMの資料より作成
　　　　　　　　　　　ILDMの物流コストの定義
①輸送費（Transportati㎝Costs）
　輸送に関連するすべての費用で，固定費（運転手給与，保険料，減価償却費，租税
　等）のほか，変動費（燃料費，油脂費，維持費等）を含む。そのほか監督費や関連設
　備費も含むことがある。
②保管費（Stor副geCo；ts）
　在庫の保有に関連する一般的費用で，倉庫費や保管に関連する設備費及び労務費
　（例えば，暖房費，照明費，動力費等）をすべて含む。一般に，倉庫の運営に関連す
　る管理費や事務費も含む。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13
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　　　　第7表　英国における業種別物流コスト比率の推移
（単位；％）
業 生 消費財 食品・飲料・タバコ そ 全農種 業産 製 卸 小 製 卸 小 の 種
（年 造
?? 由冗 造 ?? ??
??
） 財 業 業 業 業 業 業 他 計
1984 9．7 10．97 12，49 工2．33
1985 9．8511．40 13，37 11．62
86 6，35 9．41 8．34
87 7．26 4．70 7．59 10．00 7．54
88 8．678．573，01 4．63 4．89
89 8．62 4．u 9．62 6，03 7．00
19908，977．4934．049．328．443．653．8810．73 7．35
91 4．485．07 5．053．697．297．223，95 2．255．ユ8
92 5．954．7510．083．314．533．623．71 7．844．70
（注）工LDMの資料より作成
③荏庫費（InventoryCosts）
　在庫の保有に要する機会原価で，一般に，在庫金額に同社の資本コストを乗じて計
算する。
④物流管理費（Admi皿istrativeCosts）
　監督費や事務費のほか物流に関違する費用をいい，物流担当役員費，物流計画担当
者費，コンピュータ費，（一部の会社では）注文処理費を含むことがある。
上記の機能別物流コスト別に1984年以降の物流コストの実態を，各年の報告
書から収集し一表に要約してみると，第6表のとおりである。ここでは，物流
コストについて，第2表に準じ売上高比率を要約すると共に，参考までにカッ
コ内に物流コストの構成比率を算出し付記してある。同調査でも，業種別の物
流コストを実態調査している。業種分類は各年必ずしも同一ではなく，加えて
各年の調査業種も必ずしも同一ではないが，いま平均的な業種分類について物
流コストの推移を一表に集約してみると，第7表のとおりである。
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通産省受託調査の物流コスト報告書
15
実施回数 実施年度 発表年月 受託機関 報告書名 対象企業数
（回） （年） （年・月） 社（社）
1 1965 1966．5 機械振興協 ① 9
2 1975 1976．3 J1PDM ② ユ9
3 1985 ユ987．3 同上 ③ 15
4 1993 ユ994．3 JILS ④ 16（60）
5 1994 1995．3 同上 ⑤ 9（142）
6 1995 1996．3 同上 ⑥ 74（195）
（注1）物流コスト報告書名
　　①r物的流通の現状と間題点』
　　②r品目別物的流通費実態調査報告割
　　③僕種別物流費実態調査報告割
　　④T1993年度業種別物流コスト実態調査報告劃
　　⑤『1994年度業種別物流コスト実態調査報告剖
　　⑥r1995年度業穫別物流コスト実態調査報告劃
（注2）受託機関名
　　　　機被振冥協：財団法人機械振輿協会
　　　　JlPDM：日本物流管理協議会
　　　　JILS：社団法人日本ロジステイクスシステム協会
（注3〕カッコ外は主要企業分，カッコ内は全企業分
3　日本における物流コストの実態調査
　わが国では，通産省の受託調査により過去6回物流コストの実態調査を実施
したことがある。いまその実施経緯を一表に集約してみると，第8表のとおり
である。受託機関は年度により次のように相違するが（以下の年譜は実施年に
よる），一貫して筆者が委員長として実施したもので比較可能性を有している。
①1965年は財団法人機械振興協会
②1975年と1985年は日本物流管理協議会OlPDM）
③1994年以降は社団法人日本ロジスティクスシステム協会0ILS）
　実態調査の要領は年度により必ずしも同一ではないが，1996年の場合につい
て「物流コスト計算表」を例示してみると，第9表のとおりである。ここでは
以下の記入要領が定められているDILS，1996，pp，64－65］。
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JlLSの物流コスト計算表
（単位：千円）
（ユ）支払物流費 自家物流費????
費　目 対物流專業者支払分 対物流子会社 みなし物流費
小計
??〕?????? ??）?????? ??〕????? ??）????
　16）小　計
?????????
A
?????
???????
B
??????
C
?????
保D
?????
管
，E
??????
F包装費?????????
G荷役費
H
?????
物流コスト合　　　計
亮　上高
①形態別物流コストの記入要領
ω支払物流費　　物流専業者（輸送事業者，倉庫業着，包装業者，荷役業者等）
　　　　　　　　　と物流子会社に現金等で支払った金額を別個にご記入ください。
16
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（2〕物流人件費　　物流担当の従業員・パート・アルバイトに現金で支払った給
　　　　　　　　　料・賃金・手当・賞与のほか，付加給付分も加算してください。
　　　　　　　　　付加給付とは，福利厚生費や退職金・年金等のことですが，こ
　　　　　　　　　れらは概算額でけっこうです。
　（3〕物流施設費　　物流に専有している固定資産（土地，建物，機械・設備，車
　　　　　　　　　両・機器等）の運用・維持に要するすべての費用（社内金利も
　　　　　　　　　含む）を記入してください。なお，社内金利は，土地・建物の
　　　　　　　　　取得原価に10％を掛けた金額を加算してください（銀行に支
　　　　　　　　　払った金利とは異なりますのでご注意ください）。ただし，減
　　　　　　　　　価償却費および支払物流費は除きます。
（4）減価償却費　　土地以外の物流固定資産について，年間の減価償却費をご記入
　　　　　　　　　　ください。なお，物流施設や物流機器をリースまたはレンタル
　　　　　　　　　　しているときは，減価償却費の代わりに，当該リース料または
　　　　　　　　　　レンタル料の年額を，この欄にご記入ください。
　（5）在庫金利　　倉庫で保管中の在庫について，取得原価（製造原価または仕入
　　　　　　　　　原価）の1θ％を掛けた金額を在庫金刹としてご記入ください。
　　　　　　　　　銀行に支払った金利とは異なりますのでご注意ください。
②機能別物流＝1ストの記入要領
　A．調達輸送費　　メーカーでは，資材メーカー・商社・自社の他工場等から自社
　　　　　　　　　の資材倉庫まで（卸売業ではメーカーから卸配送センターまで，
　　　　　　　　　小売業では卸配送センターから小売配送センターまで），資材
　　　　　　　　　　（または製・商品）を輸送するための費用をご記入ください。
　　　　　　　　　　自社で引き取るときは，支払輸送費（物流尊業者分と物流子会
　　　　　　　　　社分を分けて記載してください）または自家輸送費を記入しま
　　　　　　　　　す。先方が持込み，輸送費が代金込みのときは，自社が引き取
　　　　　　　　　　る際に要すると恩われる金額を見積もって「みなし物流費」の
　　　　　　　　　欄にご記入ください回
　B．社内輸送費　　メーカーでは，資材倉庫から工場まで，工場から工場倉庫まで，
　　　　　　　　　工場倉庫から支店倉庫（配送センター）までの輸送費を一括し
17
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C．販売輸送費
D．資材倉庫費
E．製品倉庫費
F．包　装　費
G．荷役　費
H．物流管理費
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てご記入ください。卸売業では，自社施設間で，輸送が行われ
るときのみ，その輸送費をご記入ください。小売業では，小売
配送センターから店舗までの輸送費をご記入ください。
メーカーでは支店倉庫（配送センター）または工場倉庫から卸
配送センターまで，卸売業では卸配送センターから小売配送セ
ンターまで，小売業では小売配送センターまたは店舗から消費
者までの輸送費を支払翰送費と自家輸送費に分けてご記入くだ
さい。その場合，支払輸送費（物流専業者分と物流子会社分を
分けて記載してください）は支払物流費欄に，自家輸送費は自
家物流費欄の各費目に該当する額を見積もって，それぞれにご
記入ください。
メーカーでは資材倉庫の保管費のみをご記入ください（卸売業
と小売業では記入する必要はありません）。包装費と荷役費は
陰いてください。自家倉庫の場合には，12〕一15〕を，概算でけっ
こうですから必ず記載してください。
メーカーでは工場倉庫および支店倉庫（配送センター），卸売
業では卸配送センター，小売業では小売配送センターの保管費
のみをご記入ください。包装費と荷役費は除いてください。自
家倉庫の場合には，（2H5〕を，概算でけっこうですから必ず記
載してください。
工場，倉庫，配送センター，店舗等で包装を行う場合の包装費
を一括してご記入ください。個装費（商業包装費）は除外し，
内装費と外装費（工業包装費）のみ対象としてください。
工場，倉庫，配送センター等で荷役（ピッキング，仕分等も含
む）を行う場合の荷役費を一括してご記入ください。見積額で
もけっこうです。
　なお，流通加工費（値札付け，小分け，箱詰め，組立等の費
用）も荷役費に含めてご記入ください。
本社物流部のほか，倉庫や配送センターの事務所の費用も一括
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してご記入ください。親会社に管理料等を支払っているときは，
「u〕支払物流費」欄にご記入ください。なお，情報処理費は，
物流に使用している部分を見積もって，この欄に加算してくだ
さい。
（1）　「日本の主要企業」のミクロ調査
　主要企業を対象としたアンケートによるミクロ調査としては，1965年，1975
年，1985年，1995年と10年おきに本調達（定点観測）を実施してきたが，1993
年と1994年には1995年の予備調査を試みることができた。対象企業数は，1965
年は9社，1975年は19社，1985年は15社，1993年は16社，1994年は9社，1995
年は74社と，サンプル数は少ないが，何れもわが国を代表する会社で，本格的
な物流原価計算を実施した結果であるから，極めて精度の高い調査結果といえ
る。
　機能別物流コストについて，各年別に物流コストの捷移を一表に集約してみ
ると，第10表下半分の「日本の主要企業」欄のとおりであ乱ここでは物流コ
ストの売上高比率のほか構成比率も算出しカッコ内に付記してある。なおこれ
らの企業では代表的な製品を対象とし実態調査を行っているので，晶目別の物
流コストを伺い知ることもできる。そのため各年毎に晶目別の物流コストを表
記してみると，第11表を作成することができる。
（2）　「日本の全企業」のミクロ調査結果
　1993年と1994年と1995年のJlLSのミクロ調査では，広く全企業の物流コスト
の実態を解明するため，JILSの会員企業を含む約1，000社についてアンケート
調査を行った。その結果，1993年は60社，1994年は142社，1995年は195社の回
答を得ることができた。この回答結果は次の業種毎に分類・集計したが，これ
らをさらに一表に要約してみると，第11表のとおりである。
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第10表　日本における物流コスト比率の推移
（単位：％）
費 輸 保 荷 包 そ 総
西目 物送 管 役 装 の 流暦 コ
＾ ス年 費 費 費 費 他 ト
）
「日 1980 6，62 0．90 1．21 8，72
本 （75．9） （10，3） （13．9） （1CO．0）
の
全 1985 5．74 0．59 1．11 7，44
企 （58．8） （14．3） （26．9） （100．0）
業
」 1990 4．94 0．54 ユ、04 6I50
（? （50．6） （工6．9） （32．5） （ユ00．0）
ク 1993 4，75
口
（100．0）
を 1994 3．48 ユ．02 1．61 6、工O
含 （56．97） （16．65） （26．38）
む
（100．0）
） 1995 3．54 0．84 0，48 0．73 0．53 6．13（57．75） （14，40） （7，58） （ユ1．74） （8．53） （ユ00．C）
1965 3，51 0．54 O．53 2，86 O．12 7，56
「目
（46．40） （7．20） （7．00） （37，80） （1．00） （100．0）
本 1975 3．52 ユ．99 L67 2．98 10．16（34．65） （19．62） （16．43） （29，30） （100，0）
の ユ985 4．51 1．6ユ 1．16 1，05 0，68 9．01
主
（50．11） （17，84） （12，84） （11．65） （7，56） （100．C）
1993 4．74 1．77 ui，29 O．55 8，35
要 （56．80） （21．20） （15，40） （6．60） （100．0）
企
1994 4．57 1．81 0．92 O，99 0，55 8．84（51．71） （20．56） （工O，39） （u．15） （6，17） （ユ00，0）
業
」 1995 5．28 1．33 o．99 0．63 0，32 8，55（61，71） （15，60） （1L69） （7，32） （3．68） （100．0）
（注〕①カッコ外は売上高比率，カソコ内は構成比率
　　②機械振興協会，NCPDM，J1LS及び利用運送振興会の資料より作成
①製造業
　　水産・農林
　　食品
　　繊縫・紙・パルプ
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第11表 「日本の主要企業」の品目別物流コスト比率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
品　目
西暦（年）
ビール
石鹸・洗剤
出版物
紙　ライナー
　　印刷用紙
　　白板紙
衛生陶器
ガラス
家庭電棲
ミシン
尿　素
冷延鋼板
金属家具
ハ　　ム
調味料
乳飲料
製　粉
製　油
和菓子
水産練製晶
乳児器
カメラ
化　学
塗　料
1965
7，5
12．0
4，3
9．7
2，6
4．6
7．9
10．4
5．0
1ユ．6
1975
30，77
9，49
4．46
10．19
9．34
ユO．05
1985 1995
ユ3．50
13．13
22，67
7．18
5，94
5．55
10，03
9，48
9，25
8，74
6，86
6，52
5，78
5，70
2．52
13，85
7，29
6．99
8．96
1・…
6．68
8．21
9．工5
7．60
い…
（注1）①売上高（ビールは酒税抜き売上高）に対する比率
　　　②機械振興憾，NCPDM，J工LSの資料より作成
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　　　医薬・化粧品・塗料・その他化学
　　　石油・プラスチック・ゴム
　　　窯業・土石
　　　鉄鋼・非鉄金属
　　　金属製晶
　　　一般機器・電気機器
　　　精密機器
　　　物流・輸送用機器
　　　放送・出版・印刷・その他製造業
②　卸売業
　　　卸売業（食品・医薬・日用雑貨系）
　　　卸売業（繊維衣料品系）
　　　卸売業（機器系）・その他卸売業
　　　小売業（百貨店）
③　小売業
　　　小売業（量販店）
　　　小売業（通販・訪販）他小売業
　　　その他
④　全業種
　なお，物流コストを機能別に再分類した結果は，第10表の上半分「日本の全
企業」の1b94年と19ら5年栖あとおりである口iLS，1dg5，p．11］。
　全体として主要企業に比べ比率が低いのは，必ずしも物流コストの全貌が集
計されていないことも一因である。しかし，もっと大きな要因は，回答企業数
を高めるためアンケ∴トの依頼会社数を増加させると，回答企業のバラッキが
大きくなり，物流活動ないし物流コストの水準が低い会社が多く混入するため，
単純平均値が下がってしまうことによる。
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第12表　「日本の全企業」の業種別物流コスト比率
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
西暦（年）
業　種 1993 1994 1995
全業種 4．75 6．10 6．13
製造業 5．22 6，88 6．72
水産・農林 ■ 6．87 7，60
食　品 6．14 10．37 8．04
繊縫・紙等 7．80 8．43 8，96
医薬・化粧晶等 4．10 6．60 6．12
石油・プラスチック 8．75 7．37 8，28
窯業・土石 9，25 11．53 12，37
鉄工・非鉄金属 4．75 4，97 5．27
金属製晶 2．00 6．64 7．62
一般・電気機器 2．85 3．82 4，99
精密機器 5，00 4，57 3．32
物流・輸送機器 3，33 3．82 4．55
その他 4．50 5．75 6．84
卸売業 3．71 5．14 5．08
小売業 2．67 2．76 5．59
その他 3．50 6．93 5．26
（注）①売上高（ビールは酒税抜き売上高）に対する比率
　　②機滅振興協，NCPDM．J1LSの資料より作成
　（3）日本のマクロ調査結果
　以上のミクロ調査のほか，マクロ調査を行うこともできる。前者が主要企業
を対象にしたアンケート調査であるのに対し，後者は国民経済を対象とした産
業連関表（Input－0utput　Tables）分析である。後者のマクロ調査として，財団
法人利用運送振興会は，1980年と1985年と1990年を対象とし，「国民経済的視
点からみた物流コストの動向に関する調査報告書』を1995年8月に発表しれ
　当調査では，物流コストを次のように推計している。［利用運送振興会，
1995，PP．8－10］。
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日本のマクロ物流コストの推移
西暦 1980年 1985年 1990年
金額等
費　目
争額灘値万円〕　　　　　（％） 謡縛 金額1対国内（百珊≡苧
鉄　　　　道 406．16510－17219．93710－07207．52910，05
トラック輸送 4，385，486：1．837，212．00712．259，616．95312，27
運
通　　　　　運 176，120＝0．07124．96310－041 3．15610，03
賃
内航海運・港湾 1，709．40210－711，882．73410．592，343．79610－55???
国　内航空 56・52710・02124，11910－04220．98810．05
倉　　　　庫 840．51510．351，041．70110．331，555．43710，37
計 7，574，215；3．1510，605．46113．3114，087．85913．32
自家自動箪輸送 8，298．43413．467，788．97412－436，888，7ユ41L62
白家内航海運 26．34810・0ユ15．62510・0019．80010・00
??????
保管・荷役費 2，ユ55．66910・901，895．27110－592，284．47010154
梱包・資材費 2，894・91911・213，549．42811．114，4 1．8571L04
計 13，375．37015．5713，249．29814－1313，604．84113－20
総物流コスト 2C，949．58518－7223，854．75917。垂427，692．70016．50
国内総生産（G1〕P） 240，175．9001100，0032 ，418．7001100．00424，537．2001100．00
（注）　利周運送振輿会の資料より作成
　　　　　　　　　　利用運送振輿会の物流コストの捷討法
①．総物流コスト
　総物流コストは物資流通費だけでなく，物流活動に係わるコストをすべて含んでいる。
言い換えれば，物流事業者の収受する運賃・料金に，「その他物流費」すなわち自家物
流（輸送，保管・荷役）及び梱包・資材に係わるコストを加えたものである。
②運賃・料金
　この推計は，産業連関表における国内生産額によって行った。鉄道については，J　R
（1980隼と1985年は国鉄）と民営鉄道（1980年は地方鉄道）の国内生産額の和とした。
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また，内航海運・港湾については，沿海・内水面貨物輸送と港湾運送の国内生産額の和
とした。それ以外の，トラック輸送（道路貨物輸送），通運，国内航空，倉庫について
は，それぞれ各部門の国内生産額を使用した。
③　その他物流費
　a　自家自動箪輸送
　　産業連関表では1970年分より自家自動車貨物輸送を仮設部門として設けている。し
　かしながら，この数値には自家自動車輸送のための自動車の減価償却費とドライバー
　人件費が含まれていない。ここで，営業用トラックの減価償却費，人件費を見ると，
　道路貨物運送事業を営む企業における原価計算によれば，減価償却費と人件費を合わ
　せて，自動車1台あたりの原価の6割強を占めるとされている。しかしながら，一般
　に自家用自動車輸送は営業用と比較して稼動率が低いため，当推計ではこれを考慮し，
　減価償却費と人件費を合わせて，自動車1台あたりの原価の5割とした。従って，産
　業連関表の自家自動車貨物輸送に示された国内生産額を2倍した数値を自家用貨物輸
　送の生産額とした。
　b　自家内航海運
　　沿海・内水面貨物輸送の国内生産額について，自家用・営業用輸送量のトンキロ比
　を使用して自家内航海運の生産額を推計した。
　C　保管・荷役費
　　自家保管・荷役に係わる費用としては，倉庫作業，梱包等に係わる人件費，倉庫内
　で使用する燃料・油脂・動力費，輸送機器，荷役機器の維持に係わるタイヤ・バッテ
　リー費，機械修繕費，箪両・施設等の減価償却費，保険料，リース料等，さらには固
　定資産としての資本から生じる社内金利等があ払
　d　梱包・資材費
　　梱包業への投入額と，梱包資材等，自家梱包における投入額である邊ここで言う梱
　包とは，物流活動のための商晶保護の目的で行われた内装と外装であり，商品そのも
　のとしてとらえられる個装は含まない。梱包についても産業連関表では仮設部門とし
　て独立して設けている。
まず当調査結果のうちマクロ物流コストの推移を表記してみると，第13表の
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とおりである。つまり1990年の場合には，日本の総物流コストは27兆7千万円
で，国内総生産424兆5千億円の6．50％を占めている。このうち輸送費は
4．94％，保管費は0．54％，その他は1．02％という状況であ乱
　前記の「日本の全企業」のミクロの物流コストとこのマクロ物流コストは，
本質・対象・推計法が全く相違するが，多数企業の物流コストの大勢を示して
いる点で轍を同じくしているので，仮りに相互関連性あるものと「みなし」て
連動させると，第10表の上半分の「日本の全企業」の状況を推定することがで
きる。
4　米英日における物流コストの趨勢比較
　以上，米国，英国，日本の主要企業と日本の全企業（マクロを含む）におけ
る物流コストの実態調査結果を収集し，年度推移を分析した。それぞれ対象と
する企業，物流コストの範囲，回答企業の分散等が大幅に相違するので，売上
高対物流コスト比率の高低をもって各国の物流水準の高低を推論することは避
けなければならない。しかし，その推移から物流革新の程度ないしは物流効率
化の水準を探知することはできよう。
（1）売上高対物流コスト比率の推移
　米英日の売上高対物流コスト比率の推移を解明するため，米国については第
2表から、英国については第6表から，また日本については第10表から，それ
ぞれ売上高比率を1表に要約してみると，第14表のとおりとなる。これを図示
したのが，第2図である。
　各国ともアンケート調査方式を採用しているため，年度により回答企業の社
数や分散に片寄りが存することもある。このため第2図では次の各年は異常値
とみなして除外し，基本的な趨勢線を描いてある。
　米国・一・1979年，1984年，1987年，1990年
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米英日の売上高対物流コスト比率の推移
　　　　　　　　　　　　　　　（単位・％）
国等 米　国 英　　国 目　　本
西暦（年） 全企業 全企業 全企業（マクロ） 主要企業
1965 7．56
1975 10．16
77 8．57
78 8．56
79 9．06
1980 8，85 （8．72）
81 8．69
82 8．62
83 8．37
84 7．50 12．33
1985 7．87 11．62 （7．44） 9，01
86 7．76 8．34
87 8．C1 7．50
88 7．53 4．89
89 7．46 7．00
1990 7，20 7，35 （6．50）
91 7．93 5．18
92 7，74 4．70
93 7．97 4．75 8．35
94 7．72 6．10 8．84
1995 7，94 6．13 8，55
（注）①カッコ内はマクロ物流コスト率
　　②第2表，第6表，第1C表から作成
　英国一・・1985年，1988年，ユ990年
　日本の全企業……1993年
　日本の主要企業……1965年
　第2図から，米英日とも充上高対物流コスト比率は，年度により若干増滅は
あるが，基本的には逓滅傾向を示している事実を抽出することができる。詳述
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第2図　米英日の売上高対物流コスト比率の推移
（単位1％）
比率 売上高対物流コスト比率（％）
西暦 4 5 6 7 8 9 10 11 12
1年）
1965 7．56臥一　　　　、一　　　　　　、一
一　一 、一1975 ⑤ 一一1O，161977 8．57
78 8．56
、
79
1980
⑳　　　　　　　、　　　　　　　㌻g・06　　　　　・72’8．85
81 8．69
82 8．62
83 8，37
／
’84 7．50
⑧　　　　12．33
、
7．44 、 9．ol
’
1985 7．87 1l，62
86 7．76 ’
τ50 8．3487 ‘ ♪8，O工
’
ノ
　　　　　’’4．89o＝’’ ’ ’88 、 、 7．53、 、
89 ＼＼zoo　　　一 7．46
1990 ．50
　’’｛7．35
’！
5－1章
????? τ2ト　　、
91 ノ 7．93
■
／92 毫．70 ／ 7■4」
／
／93 4．75改　　　、 7，97 ．8．35
、 、 ㌔94 、 6，10 ア．72 …8，84
1995
6．13 7，94 8．55
1刷①第1嫉より｛乍成。
　　②一は米国，同は英国◎一1■o日本の傾向線を表わし，
　　　＿＿一一一は異常値修正前の実繍線を示す。
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第15表　米英日の物流コスト構成比率の推移
29
（単位：％）
費目 輸　送　費 保　管　費 その他物流費 総物
国別 日　本 日　本 日　本 流
米国 英国 米国 英国 米国 英国 コ西
全企業 主要企菜 全企業 主要企菜 ス（年） 全企業 主要企秦 ト
1965 4640 7．20 46．4100．O
75 34，65 19．62 45．73100．0
77 47．1 21．2 31，7 100．O
7845．3 22．7 32．O 100．O
79 48，6 21．1 30．3 100，0
198046，8 75．9〕 21．4 10．3〕 31．8 13．9 100．O
81 38．8 22．0 39，2 100．0
82 38．5 22．3 39．2 100．0
83 37．0 20．9 42．1 100，0
84 48．239，0 21，727．0 30．134．O 100．O
85 43，142．O58．850，1124．124．014．317．8432．834．026．932．I100．O
86 40．545，7 23．629．5 35．924．8 100．O
87 40．747，4 23．821．6 35，531．O 100．0
88 40，145．0 25．29．8 34，725．2 100．O
89 39．125．2 2垂．524．3 36，450．5 100．0
199043．538．7150，6 24．731．51ユ6．9 31．829．8（32．5 100．O
9ユ 41．735．2 25．636．2 32．728，6 100．0
92 43，435．8 幽．943．2 31．721．0 100．0
93 41．7 56．8024．8 21．2033．522．0 22．0100．O
94 40．0 56．975L7127．5 16．6520．5632．527，726．3827．9100．0
19954414 57I756ユ、71 26．4 14．4015．6029，2 27．8522．65100．0
（注）①カッコ内はマクロ物流コスト
　　②第2表，第6表，割o表から作成
すると，最も逓減が著しいのが英国で，1984年には12・33％あった物流コスト
が1992年には4．70％まで急減している。1984年を100％とすると，8年聞で
61．9％，つまり年平均して5．8％の減少を実現した。「日本の主要企業」は，
1975年の10，16％から1995年の8．55まで，年平均6．50％減少しれまた「日本
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米英日の物流コスト構成比率の推移
比牽 輸送費の構成比率（％）
一’一一一■’一一一一一■■■■1保管費の構成比率（％）　’
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、
、
、87 40七7　47．4 23．8
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’ ’ 、89 　　　　’25，2k’　　39．1　　　㌧
、
24．細24．1
、 、、　　）3－5 ／1990 31，5」！ 16．938・7　・50，6　　　’
／ 24．7
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一’一一一「
雌〕①鶏15表よリ作成出
　　②目は米国，固は英国、Hは日本の傾向線を表わし，
　　　一一一一一は異常値修正前の実綾線を示す由
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の全企業」は，1980年の8．72％から1995年の6．13％まで，年平均0・5％減少し
た。これに対し米国の物流コスト比率は比較的安定している。それでも1977年
の8．57％から1995年の7．74％まで，年平均O．4％の滅少を示している。
（2〕物流コスト構成比率の推移
　次に米英日の物流コスト構成比率の推移を解明するため，米国については第
2表から，英国については第6表から，日本については第10表から，それぞれ
構成比率を1表に要約してみると，第15表のとおりとなる。これを図示したの
が，第3図である。第3図では第2図と同様次の各年は異常値とみなして除外
し，基本的な趨勢線を描くよう努めた。
　米国の輸送費……1979年，！980年，1984年，1985年，1990年
　米国の保管費……1994年
　英国の輸送費……1989年
　英国の保管費……1985年，ユ987年，1989年，1991年，1992年
　日本の全企業の輸送費……1980年
　日本の主要企業の輸送費……1975年と1994年
　日本の主要企業の保管費……1965年
　第3図から米英日とも，輸送費及びその他物流費の構成比率は年度により増
滅傾向が相違するが，保管費の構成比率は各年度とも大きな変動は存しない事
実が明示できる。
　つまり輸送費は最大の物流費目で各国とも40－50％を占めている。米国では
1977年は47．1％であったがその後逓減し，1983年には37．0％まで落ち込んだ。
その後反転し1992年までは増加し続け43．4％に達したが，それ以降は減少傾向
を示している。英国では1984年は39．0％にすぎなかったが，その後は増加し続
け，1987年には47，4％とピークを迎えた。以後は反転して滅少傾向を示し，
1992年には35．8％まで落ち込んだ。「日本の全企業」では，1985隼の58・5％か
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ら1990年には50．6％と減少したが，以後反転し，1995年には57．75％まで増加
した。また「日本の主要企業」では，1965％は46．40％であったが逓増し続け，
1993年には56．80％となりピークに達したが，その後は反落した。他方保管費
については，次の水準で各国とも，ほぽ安定した状態を示している。
　米国……21－25％
　英国……27～32％
　日本の全企業……14－21％
　日本の主要企業……18－21％
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